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平成２０年１２月２５日

産構審・中環審合同会議説明資料 別紙

社団法人日本中古自動車販売協会連合会

＜ヒアリング項目毎の整理＞

① 法令上の義務を適切に履行しているか

・使用済自動車の再資源化に関する知識及び能力の向上に係る取組状況

○自動車リサイクル法施行前後に開催した経済産業省主催の説明会に会員販

売店が参加した。

○ＪＵ中販連独自に全国の協会で説明会を開催した。

○毎年全国の協会で開催している古物管理者講習会のハンドブックに自動車

リサイクル法に関する資料を掲載し講習を行っている。

○新しい情報については都度ＪＵ中販連のホームページ、機関誌やポスターの

掲示等にて会員販売店への周知に努めている。

・中古車販売時のリサイクル料金の自動車ユーザーへの周知状況

○自動車公正競争規約に則り、商品車のプライスボードにリサイクル料金に関

する表示を行っている。

○ＪＵ中販連オリジナルのリサイクル料金表示用紙を製作し、会員販売店に頒

布して表示している。

○ユーザーとの商談時や契約時にリサイクル料金の説明を行っている。

○ＪＵ中販連のホームページにリサイクルシステムの料金照会画面へのジャ

ンプボタンを設定している。

・引取時におけるリサイクル料金の自動車ユーザーへの周知状況

○自動車リサイクル促進センターが作成したチラシを配布した。

○引取時にユーザーに対しリサイクル料金の説明を行うとともに、車検残があ

る車両については自動車重量税が還付される旨を説明している。

・その他の自動車ユーザーによる使用済自動車の引渡の円滑化に係る取組状況

○ＪＵ中販連オリジナルの引取業者標識を製作・頒布し、ユーザーに対して引

取業者であることの明示に努めている。

○自動車リサイクル促進センターが作成したチラシを配布した。
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・引取時預託車両の発生実態

○長期抹消車、構内車やエアコン・エアバッグ後付車が少量発生している。

・使用済自動車の引取、引渡の実施状況

⇒ネットオークションについて

ネットオークションには２つのタイプがあり、古物商同士しか参加できない会

員制のオートオークションにインターネットの端末を利用して参加するもの

と、ＹＡＨＯＯなどが運営する一般のホームページで行われるセリに個人ユー

ザーが参加するものがある。前者については、オークション会場の主催者に状

況を確認することはできるが、後者はオークション運営者から詳細が公表され

てなく実態は不明である。

このことから、以下の質問中に記載されているネットオークションとはインタ

ーネット端末を利用して参加するタイプの古物商間のオークションと解釈し

て回答いたします。

○ユーザーから使用済自動車を引き取る場合は法に則り処理している。ただし、

年式の古い車両であっても中古車として引取りを要請され、販売店で商品価値

があると判断した車両については、中古車としてユーザーに再販売したり、オ

ークションに出品することになる。ただし、オークションに出品した車両が落

札されずに流札となった場合は、日本オートオークション協議会のルールに従

い流札複数回で自社の使用済自動車として処理している。

→使用済自動車の引取における入手経路の状況

○個人ユーザーからの入手がほとんどである。

→使用済自動車としての引き取ることの確認方法の実態、入庫した自動車の仕

向先別仕向割合

○ユーザーとの間で使用済自動車として処理することが合意できた車は使用

済自動車として引取り、それ以外は中古車として引取る。そのうち結果として

再販できなかったものは使用済自動車として処理している。

○入庫した自動車の出荷先は、スクラップが８％、ユーザーが４８％、オーク

ションが３１％、同業者８、ディーラー２％、輸出３％となっている。仕入先

はオークションが５５％、ユーザーが２２％、同業者８％、ディーラー１５％

となっている。（H１７年度ＪＵ中販連会員販売店実態調査より）
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・オートオークション、ネットオークションにおける自動車流通の状況

○オートオークションの意義・役割

「相場形成」需要と供給のバランスにより消費者ニーズを反映した価格が決

定される

「安定仕入」販売店の大小に関係なく対等の立場で仕入の場に参加できる

「安定供給」地域的需要、消費者の多様化等に合わせた供給が可能である

「経営の効率化」売買の場の提供と相場の形成により、車両の仕入れ、処分

（換金）、交換等が容易に行える

「適正流通の促進」出品車両の走行メーターを管理する「走行管理システム」

の導入により走行メーター改ざん行為が激減した

○出品台数、成約台数の推移

Ｈ１６ H１７ H１８ H１９
出品台数 6,819,240 7,982,868 8,271,877 8,419,295 
成約台数 3,783,122 4,129,483 4,440,521 4,683,400 
流札台数 3,036,118 3,853,385 3,831,356 3,735,895 
成約率 55.5％ 51.7％ 53.7％ 55.6％

成約単価（千円） 569 543 534 557 
（㈱ユーストカー調べ） 

○出品台数の基準設定及び遵守状況

日本オートオークション協議会では経済産業省等の要請を受けて平成１７

年１０月に「リユースコーナーなどのコーナーにおける流出車両の引き取りに

ついて複数回流札した車両については使用済自動車と判断する」などの新たな

取引基準を設定し、その基準に従って運用している。

○会員の業態構成

オークションに参加する事業者に輸出関係の外国人バイヤーの割合が増え

ている。

・電子マニュフェストシステムの登録及び移動報告の実施状況 等

○ＪＵ中販連会員の引取業者登録状況

H17.12時点 11,023社中 6,768社（63.1％）が引取業の登録済み
※各自治体のホームページ上の引取業者名簿の公開状況にバラツキがあり、

公開されていない自治体や公開情報が著しく古い自治体があり、登録状況

の確認を全国一律に行うことは難しい。

○登録更新状況

サンプリング調査（鳥取県）では本年９月までに更新を迎えた当会会員の内
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４４社中３８社が更新した。

○リサイクルシステムへの登録状況

サンプリング調査（鳥取県）では、当会会員６１社中５２社が引取業者登録

を行なっており、そのうち４６社がリサイクルシステムに登録をしている。

○登録率が低いことへの考え方 
ユーザーが使用済自動車としての処理を希望することはほとんどなく、また

販売業者としても中古車として再販できると考えるケースが多かったため結

果として販売業者の引取行為を行う機会が少なかったためではないか。

今後は、鉄スクラップ価格の下落により逆有償化もでてくることが予測され

るため、販売店での引取行為が増えてくるものと思われる。

○電子マニフェストシステムの評価

現状、実車の確認は車両置き場で行い、電子マニュフェストの入力は事務所

で行われているので、誤入力の発生しやすい状況となっている。

今後は、携帯電話等の端末を利用して、車両置き場で電子マニュフェスト入

力が行えるようなシステムの検討が必要。

② 役割分担の在り方

・①の義務履行においての問題点

○引取業という業種区分の必要性については、この審議会の議論でも自動車ユ

ーザーと再資源化事業者との接点となることが期待されており、自動車ユーザ

ーと日常的に接点がある「販売事業者」としては自動車ユーザーが不法投棄を

せずに適切なリサイクルルートに乗せるための窓口的役割があるので業種区

分は必要であると考える。

・他の責務者の役割分担についての意見

○特になし

③ ３Ｒの推進状況について

・自動車の修理・整備における、使用済自動車から回収した部品等の再使用の推

進の状況

○ＪＵ中販連では平成５年より㈱ユーパーツと提携（平成１０年より㈱ビッグ

ウェーブとも提携）し、会員販売店に対して中古部品の利用の促進を図ってい

る。 
［中古部品売上金額の推移］

平成１７年 １億８３３万円
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平成１８年 ９５２９万円

平成１９年 ７６１４万円

平成２０年 ６８５３万円（１～１１月） 
平成１７年以降売上が減少しているが、理由としては、全体的にメンテナン

ス・修理が減っていることや売れ筋商品の在庫が無いことからオーダーに対応

してもらえないことなどが挙げられる。

利用者からの要望としては、正確な対応部品の検索、品質に対する不安の払

拭、分かりやすい価格表示、在庫点数の充実、損害保険制度でのインセンティ

ブの充実などが挙げられる。

・リユース部品等の品質を保証する方法の検討・実施状況 等

○ＪＵ中販連では、エコ推進（中古部品を利用してＣＯ２の排出削減）の観点

からも取り組みの強化を図っている。今後利用の拡大を図るためには、オーダ

ーに対する供給率の向上やユーザーへの理解活動の促進が重要となってくる。

そのためには、業界統一的な品質基準の策定や保証制度等の充実化が必要と

考える。

④ 将来の自動車リサイクル制度のあるべき姿

・制度施行による効果と影響

○車検時預託制度により、既販車について６３００万台預託ができたことは大

成功であったと考えている。

・道路運送車両法に基づく諸手続き、自動車重量税及びリサイクル料金の還付に

係る手続きについての評価

○一時抹消車両の所有者変更手続にインセンティブを与えることの検討が必

要。 

・制度検討時には想定されていなかった新たな課題の発生状況

○今後は３品目以外の適正処理費用による逆有償化問題への対応の検討が必

要。 

・短期、中長期的な将来の自動車リサイクル制度の在り方 等

○輸出還付制度の再検討が必要。

以上


